「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
星野公平ニュース

Ｎｏ．１３０　　２０１１年　２　月　２４　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団)

住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
健全な経済成長は「賃上げ」から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国内総生産（ＧＤＰ）速報によると、昨年１０～１２月期の実質成長率は前期比で０.３％減少し、年率換算で１.１％減少と５四半期ぶりのマイナス成長となりました。最大の要因は、ＧＤＰの過半を占める家計消費が年率３％の減少となったことです。「エコカー」補助金や家電「エコポイント」は「エコ」の名で大手製造業を応援することを狙った景気対策です。所得減少で家計と内需が冷え込んでいるときに、いくら大企業向けの対策を打っても安定成長に結びつかないことをＧＤＰ速報は改めて示しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本経済の問題は、中国に追い抜かれたということよりも、過去十数年にわたって成長が止まってしまったままという世界でも異常な事態にあります。財政危機の打開には大企業・大資産家への行き過ぎた減税を是正して応分の負担を求め、「税収空洞化」の穴を埋めることが不可欠です。ＧＤＰ統計によると働く人の所得（雇用者報酬）は９７年と比べて２５.６兆円も減っています（１人当たり年収６１万円減）。その一方で大企業の内部留保は約１００兆円増加して２４４兆円に膨れ上がっています。国民が汗水流して働いても大企業が利益を独り占めにしています。この構造を転換し、“死んだお金”を日本経済に還流させて“生きたお金”に変えることが必要です。そのために、雇用や中小企業を守るルールを確立して賃金の引き上げを進める経済戦略が求められています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は「国民春闘２０１１」を応援しています。
星野公平のモットー　　安心できる教育･医療･老後を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
２０１１年３月定例議会スケジュールと議案の概略
３月　２日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）

３月　８日（火）～１１日（金）、 １４日（月）
午前１０時  　本会議(代表・議案質疑、一般質問）

３月１５日（火）～１８日（金）  午前１０時　　常任委員会
３月２４日（木）　午後　１時  　本会議(委員長報告、討論、議決）閉会
２１日(月)に提出議案の概略の説明がありました。詳細は、２３日(水)に議案書が配られ、２８日(月)の財務担当者からの説明(勉強会)で明らかになります。市長の所信表明と提案説明は本会議の前日の３月１日(火)に配布され、２日(水)本会議当日に質問通告が締め切られます。提出された議案は３４、来年度予算案１０(一般会計１、特別会計７、企業会計２）、今年度補正予算１０、条例制定５(新西方コミュニティセンター設置・病院整備基金新設・子育て支援拠点施設設置・建築協定条例・暴力団排除条例）、条例の一部改正９(景観づくり条例など)です。他に報告４件があり、法による教育委員会の報告などがあります。
《住み良さ日本一というが、社会的弱者に配慮した予算なのかこれから検証》
特に重要なのは来年度一般会計予算で、総額４５０億円は昨年度並です。当日報告のあった範囲では、３つの柱(健康で安心して暮らせる、子育てしやすい、災害や危機に強い)のまちづくりに重点配分したとか。予防接種事業４億３千万円、道路蛎塚益生線約４億円、桑名駅西区画整理２億６千万円、病院整備基金積立２億円、新西方コミュニティセンター６千万円、小惑星探査機はやぶさ展示等６百万円等々。予算作成に当たって、削減可能な需用費等について対前年度比―１０％の削減をしたというから予算案を充分注意して見ていく必要があります。
日本共産党　予算組み替え要求を発表　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ 「大企業・大資産家向けの大減税をやめ、くらし応援の予算へ」 　　　　　　　　ｐ２０１１年度予算案の特徴は、社会保障の財源が必要といいながら、大企業と大資産家に２兆円規模の減税をばらまき、社会保障と暮らし関連の予算は細る一方になっていることです。国民の暮らしを応援し経済を良くする上でも、家計と内需に手厚い予算に組み替える必要があり、５項目の組み替えを提案しました。　　　　　　　　　　　１、総合的な賃上げ政策をワンパッケージで実行し、雇用の確保・安定をはかる。　　ｐ民間、労使まかせにしないで、政府が、非正規社員の正社員化や最低賃金引き上げ、中小企業労働者の賃金底上げなどの総合的な施策を行う。大企業にため込まれた２４４兆円の内部留保を暮らしと社会に還流させる。　　　　　　　　　　２、社会保障の制度改悪をやめ、削減から拡充に転換する。　　　　　　　　　　ｐ民主党のマニフェストでは、自公政権時につくられた社会保障削減の傷痕を修復させる一定の公約があったが、今では全て放り投げられた。子ども手当については、増額ではなく、認可保育所増設や高校無償化の拡大、就学援助の充実など、総合的な子育て支援に回すべきであり、年少扶養控除廃止によって負担増となる世帯が出ないようにする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加をやめ、食料自給率の向上、農林漁業の再生、「食料主権」を尊重した貿易ルールの確立を進める。　　　　　　　　　　　　ｐＴＰＰ参加は、経済のあり方全体にとって有害な影響を及ぼすことが明らかになった。食料主権を尊重した貿易ルールの確立、東アジア諸国との対等・平等・互恵の経済関係の模索を提案する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４、中小企業・地場産業・商店街支援で地域経済の活性化をはかる。　　　　　　　ｐ日本の雇用の７割を支える中小企業と商店街が元気にならなければ内需主導の経済危機打開はできません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５、二つの聖域にメスを入れ、財源を確保する。                              ｐ大企業・大資産家優遇税制をやめ、軍事費やムダな大規模開発にもメスを入れることで約３兆円の財源をつくりだせる。これだけでもさまざまな諸施策を講じられ、暮らしを良くする明るいメッセージ、展望となって国民に伝わり、これが重要な一歩になる。

景観計画（市のＨＰで見れます） 実行できるか市の姿勢が問題
景観づくり条例に基づき立派な案ができましたが、市に景観を守る姿勢があるのかが問われます。私は本会議で何度も質問していますが「都市計画マスタープラン」は、上位法（都市計画法と建築基準法）優先の関係で、作っただけで実行されていません。都市整備部の中の都市整備課と建築開発課はブレーキとアクセルの関係であります。案の中で、眺望保全は多度山だけで何故鈴鹿山脈がないのか。景観重要道路とあるが、屋外広告物（看板）規制はしないのか。公共施設（例えば学校とか幼稚園・保育園）近隣での高さ制限はしないか等の疑問もあります。

広報くわな２月に不適切な宣伝　桑名市は何を考えているのか
税の滞納処分の強化の下に金貸しの宣伝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住民の方と税務課へ納税相談に行ったらカウンターのデスクマットに「広報くわな２月号」が挟んでありました。税の公平性を保つため、市税の滞納処分を強化していきますという記事で下部には、Ｋ信用金庫のフリーローンの宣伝があるではないですか。ご丁寧にお使い道自由、借り換えもＯＫとあります。まるでＫ信用金庫でお金を借りて、市税の滞納を返せと言わんばかりです。桑名市の配慮の無さが伺えます。そもそも税の公平は税の掛け方の問題です。払いたくても払えない人がたくさんいます。桑名市はそのような人に親身になって相談に応じているのでしょうか。滞納額を１年で払ってくださいだけです。

私は広報に宣伝を載せるのに最初から反対していました。この様な事態の発生や広告記事に桑名市は責任を持たないからです。某部長は気付いておられましたが、発行後だったということです。例え、発行後でもこんな非常識な事は、桑名市の品位も問われます。回収するなり善処を求めましたが、未だにそのままです。
↓景観計画概要版より（隣接・周辺に配慮）　広報くわな２月号→






